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令和６年度 健康福祉部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

 (1)学校教育の充実【１－１】 
①  高等教育、専門的職業教育の充実 

 

 (2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 
② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 

③ 県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 

 

 (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 
④ 県内就業の促進 

 

 (4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 
⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 
 

 
 

 (5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
⑥ 県民を守る災害対応力の充実 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

 (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

 (7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 
⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

⑩ 質の高い医療の提供 

⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

  (8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

 (9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

  

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 
 
1 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 
 
2 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和６年度 健康福祉部 主要事業 

 

 
 

(1) 学校教育の充実【１－１】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

① 高等教育、専門的職業教育の充実 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜高等教育機関における高度で実践的・創造的な教育の展開＞ 

（課題） 

・少子高齢化の進展に伴う地域の保健・医療・福祉ニーズの多様化や社会情勢の変化に的確に

対応した教育の継続・提供が必要 

（対応） 

・医療職に求められるニーズの多様化に対応できる人材の育成 

⇒高度かつ専門的な医療の知識と技術を有し、地域に貢献できる人材の育成に向けた山形

県立保健医療大学中期計画（第３期）の推進 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

公立大学法人山

形県立保健医療

大学運営費交付

金 

887,036 

(800,613) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学へ

の運営費交付金 
４ 

計 887,036 

(800,613) 

  
 

 

  

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 
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(2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜多様な学び直しの機会の創出＞ 

（課題） 

・地域に貢献する人材の育成と小規模病院・診療所等に勤務する看護職の実践力の向上が必要 

（対応） 

・小規模病院・診療所等に勤務する看護職に対する学習機会の提供や情報提供、支援の充実 

⇒小規模病院等に勤務する看護職に対する相談支援、ブラッシュアッププログラム※の実

施、看護研究支援等 

※山形県内の小規模病院等に勤務する看護職を対象に行う研修カリキュラム 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

公立大学法人山

形県立保健医療

大学運営費交付

金【再掲】 

887,036 

(800,613) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学へ

の運営費交付金 
４ 

計 887,036 

(800,613) 

  
 

 

③ 県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜文化芸術・スポーツ等に触れる機会の充実＞ 

（課題） 

・障がい者が社会参加しやすい環境整備と差別解消に向けたさらなる取組みが必要 

・障がい者の自立と社会参加に向け、障がい者の芸術活動の振興、障がい者スポーツの理解促

進と気軽に参加できる機会の提供が必要 

（対応） 

・障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成及び心のバリアフリ

ー推進員が行う具体的な取組みを支援するためのステップアップ研修の実施により障

がいに対する理解を促進 

・障がい者が文化活動や芸術作品を広く発表し県民が接する機会の拡大 

⇒やまがたアートサポートセンターを拠点とした障がい者の文化芸術活動への支援の推

進 

・障がい者の文化芸術活動や障がい者スポーツを支える人材の育成と環境整備 

⇒やまがたアートサポートセンターが実施するファシリテータ養成講座等による障がい

者の文化芸術活動を支える人材の育成 

⇒山形県障がい者スポーツ協会と連携した障がい者スポーツ指導員等の養成やボランテ

ィアの確保 
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⇒山形県障がい者スポーツ協会による誰もが気軽に参加できる障がい者スポーツ教室を

各地域で開催し、障がい者スポーツへの理解と参加者の裾野を広げる取組みを推進 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

障がいのある人

もない人も共生

する社会づくり

事業費 

8,440 

(12,069) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び

障がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすた

めの普及・啓発 

・障がい者スポーツのボランティア活

動への支援 

・障がい者の芸術文化活動への支援 

・手話の普及・啓発に向けた出前教室

の開催等 

・事業所や地域等における差別解消に

向けた人材の育成 

・知的障がい児等作品発表機会の創出 

３ 

障がい者スポー

ツによる共生社

会推進事業費 

12,900 

(14,621) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者スポーツの普及振興や競技

力向上への支援 

・障がい者スポーツ教室の開催等によ

る県民全体の気運の醸成 

・障がい者スポーツの指導員派遣や情

報発信 

・全国大会や国際大会への出場を目指

す選手への支援 

３ 

計 21,340 

(26,690) 
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   (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

④ 県内就業の促進 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・薬局等に勤務する薬剤師と比べて病院勤務薬剤師が不足しており、確保に向けた取組みが必

要 

・看護職員は全体としては増加しているものの依然として不足しており、更なる確保に向けた

取組みが必要 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必

要 

・仕事と介護の両立に向け、介護休暇制度や介護サービス活用に向けた継続した周知が必要 

（対応） 

・病院薬剤師に係る奨学金返還支援事業の令和６年度開始に係る事業周知の取組み 

  ⇒奨学金返還支援事業の周知とあわせて、本県病院の周知や病院勤務の魅力発信等を行う

ため、薬系大学への訪問や就職セミナー等への参加 

・令和６年度から奨学金返還支援のための貸与を開始 

  ⇒貸与決定者に対し、年間最大 60 万円の返還支援額を貸与 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒看護職員の業務負担の軽減に資する看護補助者の確保・定着に向けた講習会等の開催、

看護職員修学資金の新規貸与枠の拡大（80→100名）、勤務環境改善に取り組む医療機関

に対する支援 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援、特定行為に関

する普及セミナーの開催 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材への介護福祉士資格取得に向けた講座や県内介護事業者向け説

明会の実施 

  ⇒外国人介護人材の県内定着を図るため、外国人介護職員や受入施設から相談を受ける専

用窓口の設置、巡回相談や外国人介護職員同士の学習交流会の実施、実態調査などを行

う「山形県外国人介護人材支援センター」の運営 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護のイノベーション促進に向けた取組支援 

⇒介護現場の生産性向上のための取組みを支援する「山形県介護生産性向上総合支援セン

ター」を設置し、伴走支援や機器の試用貸出を行うとともに、介護ロボットやＩＣＴ機

器の導入に対する支援を実施 

⇒介護職員の確保・定着や士気の向上につなげる、介護分野における戦略的広報の推進（小

学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブース出展や、介

護職の魅力を発信する「やまがたＫＡＩＧＯフォーラム」の開催、アンバサダーによる

中高生や介護職員向け出前講座の実施） 
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【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

病院薬剤師確保

対策事業費 

3,776 

 (1,366) 

新規 

見直し 

継続 

◇県内の病院に勤務する薬剤師の確保対

策 

・薬系大学訪問等による県内病院への就

業促進 

・山形県出身者を対象とした就職情報セ

ミナーの開催 

・山形県病院薬剤師奨学金返還支援金の

貸付【新規】 

８ 

看護師確保対策

費 

354,295  

(335,280) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプロ

グラム」に基づく看護職員確保対策の

推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付け枠の拡大 

・認定看護師資格取得及び看護師の特定

行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

・医療勤務環境改善支援センターによる

医療機関の勤務環境改善に向けた相談

等への対応 

・看護職員の勤務環境改善の取組みに対

する支援【新規】 

・看護補助者の確保・養成の推進 

８ 

看護補助者処遇

改善事業費 

60,949 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇看護補助者の処遇改善 

・病院及び有床診療所に勤務する看護補

助者を対象に、収入の引上げ措置を実

施する医療機関に対する支援 

８ 

介護職員確保定

着促進事業費 

55,086 

(59,312) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護職員の処遇改善加算の取得促進に

向けた介護事業所に対する支援 

・外国人介護人材の受入れを促進するた

めの介護事業者に対する助成 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

・「山形県外国人介護人材支援センター」

による外国人介護人材の受入れ・確保・

定着に向けた支援（うち外国人介護職

員向けキャリアアップ支援【新規】） 

・介護事業所における外国人介護人材の

受入拡大に向けた海外現地活動経費

（渡航経費等）の支援【新規】 

８ 

ＫＡｉＧＯイノ

ベーション促進

事業費 

245,373  

(116,300) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護分野における生産性の向上及び介

護業界のイメージ改善等の「介護現場

革新」に向けた取組みの推進 

・介護現場におけるＩＣＴ機器や介護ロ

８ 
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ボット導入への助成 

・介護業界のイメージアップや社会的評

価の向上に向けた戦略的広報の実施 

・「山形県介護生産性向上総合支援センタ

ー」の設置・運営による介護事業者に対

するワンストップ型の支援【新規】 

福祉人材確保緊

急支援事業費 

13,390 

 (12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護サービスに携わる人材の確

保・養成に係る取組みを実施 

・ハローワーク等と連携した相談事業等

の実施による、事業所と求職者のマッ

チングの促進 

・離職介護人材の再就業促進事業の実施 

８ 

計 732,869 

(525,073) 
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(4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 
【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜外国人材の受入れに関するサポートの展開＞ 

（課題） 

・介護職員の人材不足に対応する継続的な人材確保の取組みが必要 

（対応） 

・介護分野における人材確保 

⇒介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習生等の外国人材の受入れを推進 

⇒介護事業者に対する外国人介護人材の受入れに係る経費の助成 

⇒県内の外国人介護人材への介護福祉士資格取得に向けた講座や県内介護事業者向け説

明会の実施（再掲） 

⇒外国人介護人材の県内定着を図るため、外国人介護職員や受入施設から相談を受ける専

用窓口の設置、巡回相談や外国人介護職員同士の学習交流会の実施、実態調査などを行

う「山形県外国人介護人材支援センター」を運営（再掲） 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

55,086 

(59,312) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護職員の処遇改善加算の取得促進に

向けた介護事業所に対する支援 

・外国人介護人材の受入れを促進するた

めの介護事業者に対する助成 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

・「山形県外国人介護人材支援センター」

による外国人介護人材の受入れ・確保・

定着に向けた支援（うち外国人介護職

員向けキャリアアップ支援【新規】） 

・介護事業所における外国人介護人材の

受入拡大に向けた海外現地活動経費

（渡航経費等）の支援【新規】 

８ 

計 55,086 

(59,312) 
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(5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑥ 県民を守る災害対応力の充実 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜行政における計画的な備蓄や災害時医療救護体制等の充実強化＞ 

（課題） 

・災害時の医療提供体制の確保と充実強化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・災害時における県全体を俯瞰した迅速な医療体制の確保 

⇒災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員

の継続的な養成、災害医療コーディネート等の研修機会の確保 

 

＜市町村の災害対応力向上に向けた支援の推進＞ 

（課題） 

・災害時に要配慮者に対して継続的にサービス提供するための体制強化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・災害時の避難所等における福祉的支援体制の構築 

  ⇒災害発生時の福祉支援体制の整備に向けた関係団体との協議及び協定締結の拡大 

⇒災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の養成（関係団体の職員等に対する基礎的な研修及び

スキルアップのための研修の実施） 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

災害時医療提供

体制推進事業費 

37,967 

(19,694) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員・災害医療コーディネータ

ー等の養成及び訓練・研修会の実施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）資

器材の維持管理及び更新 

・東北ブロックＤＭＡＴ参集訓練の実施

【新規】 

11 

災害時における

福祉支援体制の

整備推進事業費 

2,170 

(2,170) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時に一般避難所等において福

祉的支援を行う災害派遣福祉チーム

（ＤＷＡＴ）の養成等 

・災害発生時の福祉支援体制を整備する

ため、災害福祉支援ネットワーク協議

会を開催 

・災害派遣福祉チーム員に対する研修等

の実施 

・災害時の活動に必要な器材等の整備 

11 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 ２ 
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災害時精神医療

派遣体制運営事

業費 

2,001 

(1,824) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の精神科医療及び精神保健

活動の支援を行う災害派遣精神医療チ

ーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員の養成

等 

・ＤＰＡＴ隊員の新規養成、技能維持のた

めの研修会の実施 

・ＤＰＡＴ派遣に係る保険料、通信料の負

担 

11 

計 42,138 

(23,688) 

  
 

 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 
 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜感染症等発生に対応する関係機関の連携強化＞ 

（課題） 

・新興感染症の発生・まん延時に備え、病床や発熱外来等の医療提供体制について、平時から

構築を図ることが必要 

・子宮頸がんの予防効果が認められているＨＰＶワクチンは、他のワクチンに比べて接種率が

非常に低いため、接種促進を図ることが必要 

（対応） 

・新興感染症の発生に備えた医療提供体制の構築 

  ⇒県と医療機関との協定締結の推進 

  ⇒協定を締結した医療機関に対する支援 

・ＨＰＶワクチンの接種促進 

  ⇒市町村や学校と連携した接種対象者への普及啓発 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

新興感染症対策

事業費 

152,385 

(708) 

新規 

見直し 

継続 

◇新興感染症発生・まん延時に備えた医

療提供体制の構築 

・都道府県連携協議会の開催 

・協定締結医療機関による設備整備等に

対する支援【新規】 

・新興感染症発生時に対応する医療機関

等に配布する個人防護具の購入・備蓄

【新規】 

・新型コロナに係る医療費公費負担（過年

度診療分） 

３ 

ＨＰＶワクチン

接種促進事業費 

481 

(1,600) 

新規 

見直し 

継続 

◇ＨＰＶワクチンの接種率向上に向けた

普及啓発事業の実施 

・ＨＰＶワクチン普及促進セミナーの開

催【新規】 

・市町村や学校との連携による児童生徒

や保護者等への周知【新規】 

３ 

高齢者施設等感

染症対策事業費 

142,632 

(395,217) 

新規 

見直し 

◇介護施設等における感染拡大時のサー

ビス提供体制維持のための支援 
３ 
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継続 ・感染者発生施設のかかり増し経費への

助成 

社会福祉施設整

備補助事業費

（老人福祉施

設）の一部 

57,260 

(149,952) 

新規 

見直し 

継続 

◇新興感染症に対応するための高齢者施

設の整備 
３ 

障がい者施設等

感染症対策事業

費 

4,043 

(16,033) 

新規 

見直し 

継続 

◇感染者が発生した障がい福祉サービス

事業所のサービス継続への支援 

・感染症発生施設の掛かり増し経費への

助成 

３ 

計 356,801 

(563,510) 
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   (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜児童・高齢者・障がい者等の虐待対策や犯罪被害者対策の推進＞ 

（課題） 

・高齢者や障がい者の権利や尊厳を守るために虐待を防止することが必要 

・成年後見制度の利用を必要とする高齢者や障がい者の増加が見込まれることから、制度の理

解・利用促進が必要 

（対応） 

・県立障がい児施設における虐待再発防止対策の推進 

⇒虐待防止委員会や３学園園長・療育部門会議の開催による、第三者の意見を踏まえた虐

待防止の取組みの推進 

⇒虐待防止研修会の開催による職員の資質向上 

・関係職員の資質向上 

⇒施設職員向け高齢者・障がい者虐待防止研修会の開催による虐待防止についての周知・ 

徹底 

⇒市町村職員等向け高齢者・障がい者虐待情報交換会における先進的な取組みの紹介、事

例研究等による担当職員の資質向上 

・県協議会の開催による市町村支援 

  ⇒成年後見制度に関する県協議会を開催し、市町村における第二期成年後見制度利用促進

基本計画に基づく各種施策に関する進捗状況の確認や、市町村への専門職チームの派遣

による専門家の助言等を実施 

⇒市町村職員を対象とした成年後見制度利用促進研修会の開催 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

高齢者虐待防止

対策事業費 

5,966 

(1,595) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者虐待防止への取組み 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・市町村職員高齢者虐待防止情報交換会

の開催 

・弁護士等により構成する高齢者虐待対

応専門職チームの派遣 

・成年後見制度に関する県協議会、利用促

進研修会の開催 

・弁護士等により構成する成年後見対応

専門職チームの派遣【新規】 

・成年後見制度に関する市民後見人養成

研修会及び法人後見実施機関養成研修

会の開催【新規】 

３ 

障害者虐待防止

法関連事業費 

2,233 

(2,453) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者虐待防止への取組み 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・障がい福祉サービス事業所職員等を対

象とした障がい者虐待防止研修会の開

３ 
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催 

・市町村等関係機関障がい者虐待防止連

絡会議の開催 

・第二期成年後見制度利用促進基本計画

に係る協議会の設置 

・「県障がい者権利擁護センター」の運 

 営 

・県立障がい児入所施設における虐待防

止委員会や虐待防止研修会の開催 

計 8,199 

(4,048) 
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(7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 

  

目標指標 

健康寿命（日常生活に制限のない期間） 

 

基準値（平成２８年度）： 男性７２．６１歳、女性７５．０６歳 

直近値（令和 元年度）： 男性７２．６５歳、女性７５．６７歳 

目標値（令和 ６年度）： 男性７３．７３歳、女性７６．６２歳 

自分が健康だと思う人の割合（健康度自己評価） 

 

基準値（平成３０年度）： ７３．８％ 

直近値（令和 ４年度）： ７７．３％ 

目標値（令和 ６年度）： ８０％ 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

 

ＫＰＩ 

地域・企業等による健康づくり事業への参加者数 

 基準値（令和元年度）： １５０，０００人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 160,000人 170,000人 180,000人 190,000人 200,000人 

実績値 169,300人 159,778人 151,217人 169,752人  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

 

＜健康の保持・増進に向けた生活習慣を学び実践する機会の充実＞ 

（課題） 

・「健康寿命」と平均寿命には 10年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

・生活習慣の改善のためには、生涯にわたる一人ひとりの主体的な取組みが必要 

・全身の健康維持に密接な関連のある歯と口の健康・機能維持に向けた取組みが必要 

（対応） 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた県民総参加による健康づくり県民運動の展開 

⇒「やまがた健康づくり応援企業」や米沢栄養大学などと連携した「減塩・ベジアッププ

ロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進 

⇒県民総参加で健康長寿日本一を目指すシンボルイベント「やまがた健康フェア」の開催 

⇒Ｗｅｂを活用したウォーキング大会や各地域（市町村）で行われるウォーキングイベン

トを巡るスタンプラリーの実施、地域でウォーキングを推進する人材を育成するための

「歩き方教室」の開催など、県民の歩く習慣の定着促進 

⇒働き盛り世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進 

⇒受動喫煙防止の普及啓発 

⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた、在宅歯科診療を含む歯科

口腔保健の推進 

＜データに基づく健康づくりや疾病予防の推進＞ 

（課題） 
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・市町村が実施する保健事業について、データに基づき改善を進めるため、県による助言・

支援が必要 

（対応） 

・データに基づくＰＤＣＡサイクルによる改善を効果的・効率的に進めるための市町村の取

組みを支援 

⇒データ分析を通じて市町村の健康課題の可視化を支援 

 

＜いつまでも健康で活躍できるライフスタイルの普及拡大＞ 

（課題）  

・生活習慣の改善のためには、生涯にわたる一人ひとりの主体的な取組みが必要 

（対応） 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた県民総参加による健康づくり県民運動の展開（再掲） 

⇒「やまがた健康づくり応援企業」や米沢栄養大学などと連携した「減塩・ベジアッププ

ロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進 

⇒県民総参加で健康長寿日本一を目指すシンボルイベント「やまがた健康フェア」の開催 

⇒Ｗｅｂを活用したウォーキング大会や各地域（市町村）で行われるウォーキングイベン

トを巡るスタンプラリーの実施、地域でウォーキングを推進する人材を育成するための

「歩き方教室」の開催など、県民の歩く習慣の定着促進 

⇒働き盛り世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進 

⇒受動喫煙防止の普及啓発 

⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた、在宅歯科診療を含む歯科

口腔保健の推進 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

健康づくりウォ

ーキング推進事

業費（一部国民

健康保険特別会

計） 

11,465 

(11,860) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウォーキングプロジェクトの推進 

・スポーツ関係団体等と連携した歩き方

教室の開催【新規】 

・市町村等で開催するウォーキングイベ

ントへの支援（スタンプラリーの実施、

地域のウォーキングイベント開催への

支援） 

・ウォーキング Web 大会の開催 

・働き盛り世代のウォーキングを促す取

組みなどを行う事業者に対する助成 

３ 

健康長寿日本一

ＮＥＸＴプロジ

ェクト事業費 

5,177 

(3,979) 

新規 

見直し 

継続 

◇「健康長寿日本一」の実現に向けた県民

の健康づくりの推進 

・減塩・ベジアッププロジェクトの推進 

・やまがた健康フェアの開催 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

・健康づくりに積極的に取り組む地域団

体、企業の表彰 

・受動喫煙防止対策の促進 

３ 

熱中症予防対策

推進事業費 

1,240 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇熱中症予防の啓発 

・市町村と連携し、チラシや広報等の啓発

媒体を活用した注意喚起の強化 

３、 

13 

歯科口腔保健推 5,694 新規 ◇歯科口腔保健を推進するための社会環 ３ 
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進事業費 (3,192) 見直し 

継続 

境の整備 

・歯科医療提供体制構築のための検討会

の開催【新規】 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研究

などを行う「口腔保健支援センター」の

運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科保

健に関する研修の実施 

・歯科疾患実態調査の実施 

健康長寿県やま

がた推進基金活

用事業費 

5,355 

(4,751) 

新規 

見直し 

継続 

◇県民の健康づくりを支える取組みを支

援 

・若者に対するがん予防支援の推進 

・動画媒体を活用した生活習慣病予防等

の周知【新規】 

３ 

生活習慣病早期

発見推進事業費 

10,372 

(13,761) 

新規 

見直し 

継続 

◇脳卒中・心疾患等の循環器病対策の推

進 

・循環器病対策を進めるための発症登録

評価研究事業の実施 

・循環器病救急搬送体制整備のための支

援 

・循環器病に係る専門知識を有する医療

従事者の育成 

３ 

計 39,303 

(37,543) 

  
 

 

⑩ 質の高い医療の提供 

 

ＫＰＩ 

県内臨床研修病院における臨床研修医の確保率 

 基準値（平成２７年～令和元年平均）： ６４．０％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ 

実績値 ５８．９％ ５９．０％ ４７．５％ ６４．１％  

市町村・事業所が実施した乳がん検診受診率 

 基準値（平成２９年度）： ４４．２％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ４７％ ４８％ ４９％ ５０％ ５１％ 

実績値 
４４．１％ 

 

４４．３％ 

 

４５．８％ 

 (直近値) 
  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜医療従事者の安定的な確保＞ 

（課題） 

・医師・看護職員は全体としては増加しているものの依然として不足しており、さらなる確保

に向けた取組みが必要 

（対応） 

・実効的な医師確保対策の推進 

⇒山形大学医学部、山形県医師会等関係団体と連携した、医師確保計画に基づく、実効的
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な地域の実情に応じた医師確保対策の推進（ガイダンスの開催等臨床研修医の県内定着

の促進に向けた取組み、地域医療を担う医師等のキャリア形成の推進、開業医の医業承

継に対する支援） 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

（再掲） 

⇒看護職員の業務負担の軽減に資する看護補助者の確保・定着に向けた講習会等の開催、

看護職員修学資金の新規貸与枠の拡大（80→100名）、勤務環境改善に取り組む医療機関

に対する支援 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援、特定行為に関

する普及セミナーの開催 

 

＜適時適切な医療を提供できる体制づくり＞ 

（課題） 

・地域医療構想の実現に向け、病床機能の分化・連携の推進や在宅医療の推進が必要 

・地域医療の基盤となる救急医療、周産期・小児医療、災害時の医療提供体制の確保と充実強

化に向けた取組みが必要 

・西村山地域の医療提供体制の再構築に向け、県立河北病院と寒河江市立病院を統合再編し、

地域の中核的な役割を果たす新病院を整備することが必要 

（対応） 

・病床機能の分化・連携の推進 

  ⇒県内各地域の実情を踏まえた地域医療構想調整会議における議論を着実に推進 

  ⇒地域医療介護総合確保基金を活用した医療機関の自主的な取組みを支援 

・医療連携の推進 

  ⇒オンライン診療に係るモデル事業の展開 

・体系的な救急医療提供体制の充実強化 

⇒ドクターヘリの運航、救急電話相談の実施、村山地域の消防本部における救急医療情報

システムの導入に向けた医療機関に対する情報機器の購入支援等、救急医療体制の確保

及び適正受診の推進 

・災害時における県全体を俯瞰した迅速な医療体制の確保 

⇒災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成、災害医療コーディネート等の研修機会の確保 

・西村山地域の新病院の早期開院 

⇒新病院整備基本構想の策定 

 

＜総合的ながん対策の推進＞ 

（課題） 

・がんになっても安心して暮らせる社会の実現に向け、発症予防からケアまでの総合的ながん

対策が必要 

（対応） 

・みんなで取り組む「がん対策県民運動」の展開 

  ⇒がん患者や家族の相談窓口である「がん総合相談支援センター」のオンライン相談実施

を含めた運営 

  ⇒がんの早期発見・早期治療につながるがん検診の受診促進 

  ⇒がん患者への医療用ウイッグ及び乳房補整具の購入費の助成 

  ⇒若者がん患者等への妊よう性温存療法及び温存後生殖補助医療に係る治療費の助成 

⇒山形大学医学部東日本重粒子センターにおいてがん治療を行う患者への市町村と連携

した支援 

⇒若者がん患者の在宅療養に係る介護サービス利用料の助成 
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【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

医療施設等施

設・設備整備費 

71,996 

 (77,676) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療施設等の施設及び設備整備への助

成 

・スプリンクラー等の消火設備の整備へ

の助成 

・へき地診療所や分娩取扱施設として必

要な施設や設備の整備への助成 

３ 

西村山地域新病

院構想検討事業

費 

30,405 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇西村山地域における医療提供体制充実

強化のための新病院整備に向けた検討 ３ 

地域医療連携推

進事業費 

103,716 

 (18,346) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療機関同士の連携強化 

・地域医療情報ネットワークの運営支援 

・オンライン診療に係るモデル事業の実施 

・遠隔診療に必要な情報関連設備に対す

る支援【新規】 

・保険医療機関等が行う電子処方箋管理

サービスの導入等に対する支援【新規】 

３ 

地域医療構想対

策事業費 

425,920 

(571,456) 

新規 

見直し 

継続 

◇「地域医療構想」の実現に向けて、医療

機関が行う施設・設備整備等に対する

支援 

・急性期病床から回復期病床への病床転

換に伴う施設・設備の整備 

・急性期病床の適正化に伴う回復期病床

の充実のための施設・設備の整備 

・再編統合等に伴う関連事業への支援 

◇「地域医療構想」の実現に向けて、医療

機関が行う自主的な病床削減等に対す

る財政支援 

◇地域における病床機能調整ワーキング

等の開催 

３ 

在宅医療推進事

業費 

20,438 

(18,672) 

新規 

見直し 

継続 

◇「地域医療構想」の実現に向けて、在宅

医療に取り組む医療機関や関係団体を

支援 

・関係機関連携のための協議会や部会の

設置・運営 

・医師会や薬剤師会、栄養士会など、地域

で在宅医療の推進に取り組む関係団体

への支援 

・医療機関における在宅医療提供体制整

備への支援 

３ 

医師確保対策費 532,929 

(492,330) 

新規 

見直し 

継続 

◇医師確保計画に基づく医師確保対策の

推進 

・医師派遣を協議する地域医療対策協議

会の運営 

・医師修学資金の貸付 

・山形大学医学部と連携した医師の確保・

定着の促進 

３ 
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・臨床研修医の県内定着の促進 

・地域医療を担う医師等のキャリア形成

の推進 

・地域医療を担う医療機関における勤務

環境改善に資する体制整備 

・海外研修等を行う若手医師に対する支

援 

・開業医の医業承継に対する支援【新規】 

地域医療支援対

策費 

167,376 

 (168,527) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域医療を担う公的医療機関、へき地

診療所等に勤務する医師の確保に向け

た取組みの推進 

・へき地診療所の運営支援 

・自治医科大学運営への参画 

・代診医の派遣 

・地域で活躍する医師確保の促進 

３ 

看護師確保対策

費【再掲】 

354,295  

(335,280) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプロ

グラム」に基づく看護職員確保対策の

推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付け枠の拡大 

・認定看護師資格取得及び看護師の特定

行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

・医療勤務環境改善支援センターによる

医療機関の勤務環境改善に向けた相談

等への対応 

・看護職員の勤務環境改善の取組みに対

する支援【新規】 

・看護補助者の確保・養成の推進 

３ 

看護補助者処遇

改善事業費 

【再掲】 

60,949 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇看護補助者の処遇改善 

・病院及び有床診療所に勤務する看護補

助者を対象に、収入の引上げ措置を実

施する医療機関に対する支援 

８ 

公立大学法人山

形県立保健医療

大学運営費交付

金【再掲】 

887,036 

(800,613) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学へ

の運営費交付金 
３ 

移植医療推進事

業費 

9,222 

(9,222) 

新規 

見直し 

継続 

◇移植医療の推進 

・臓器移植コーディネーターの設置 

・骨髄バンクドナー登録会の開催 

・県内企業に対する骨髄ドナー休暇制度

の普及啓発 

・骨髄移植ドナーの経済的負担の軽減の

ための支援 

３ 

救急医療対策費 2,815 

(2,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急医療・救急業務体制の確立・維持 

・休日歯科診療体制の確保 

・救急医療・救急業務関係者知事表彰式 

・救急医療対策協議会が行う事業に対す

る補助 

３ 
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救急医療推進事

業費 

22,678 

(17,420) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急医療体制の充実強化の推進 

・救急救命士の実習を受け入れる病院へ

の支援、救急隊員へ指導を行う医師の

研修の実施 

・救急患者退院コーディネーター配置に

対する支援 

・救急医療体制の充実強化に向けた医療

機関に対する情報機器の導入支援 

【新規】 

３ 

ドクターヘリ運

航関連事業費 

334,808 

(302,254) 

新規 

見直し 

継続 

◇ドクターヘリの運航 

３ 

小児救急医療体

制整備事業費 

24,625 

(24,723) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・夜間休日に小児救急患者を受け入れる

医療機関への助成 

・小児の急病時の対応方法等に係る普及・

啓発 

３ 

救急電話相談事

業費 

21,020 

(15,525) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

３ 

周産期医療対策

事業費 

139,766 

(139,704) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合・地域周産期母子医療センターの運

営費への助成 

・在宅療養中の小児を一時的に受け入れ

る医療機関への助成 

・医学生を対象とした新生児心肺蘇生法

講習会の開催 

３ 

地方独立行政法

人山形県・酒田

市病院機構費 

1,039,884 

(1,168,135) 

新規 

見直し 

継続 

◇日本海総合病院等の運営、施設及び設

備整備に対する負担金 ３ 

公立置賜総合病

院等整備・運営

事業費 

1,086,731 

(1,094,928) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立置賜総合病院等の運営、施設及び

設備整備に対する負担金 ３ 

入院時食事療養

支援事業費 

46,518 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇県内の病院・有床診療所を対象とした

入院時の食事療養に係る食材料費の価

格高騰に対する支援 

３ 

県立病院事業運

営費負担金 

7,129,284 

(5,893,217) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院が行う政策医療等に対する一

般会計負担金 ３ 

県立病院整備費

繰出金 

1,662,345 

(2,009,286) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の施設及び設備整備に対する

一般会計繰出金 ３ 

病院事業運営費

貸付金 

11,400,000 

(12,100,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の円滑な運営のための一般会

計からの貸付金 ３ 

指定難病等対策

費 

1,532,063 

(1,527,772) 

新規 

見直し 

継続 

◇指定難病等患者の医療費の公費負担に

係る県の法定負担 ３ 
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精神科救急医療

システム整備事

業費 

52,373 

(52,637) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神科救急医療体制の整備 

・夜間や祝日などに対応する精神科救急

当番病院、常時対応型病院の設置・運営 

・緊急時における電話相談窓口「精神科救

急情報センター」の運営 

３ 

国民健康保険特

別会計繰出金 

5,513,531  

(5,525,008) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村国民健康保険給付費等の公費負

担に係る県の法定負担等 ３ 

国保財政安定化

対策事業費 

3,346,144 

(3,298,791) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村国民健康保険事業の運営安定化

に係る県の法定負担 ３ 

後期高齢者医療

給付事業費 

12,971,390 

(12,603,190) 

新規 

見直し 

継続 

◇後期高齢者医療給付費の公費負担に係

る県の法定負担 ３ 

災害時医療提供

体制推進事業費

【再掲】 

37,967 

(19,694) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員・災害医療コーディネータ

ー等の養成及び訓練・研修会の実施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）資

器材の維持管理及び更新 

・東北ブロックＤＭＡＴ参集訓練の実施

【新規】 

３ 

災害時精神医療

派遣体制運営事

業費【再掲】 

2,001 

 (1,824) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の精神科医療及び精神保健

活動の支援を行う災害派遣精神医療チ

ーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員の養成

等 

・ＤＰＡＴ隊員の新規養成、技能維持のた

めの研修会の実施 

・ＤＰＡＴ派遣に係る保険料、通信料の負

担 

３ 

山形県重粒子線

がん治療患者支

援事業費 

2,317 

(4,112) 

新規 

見直し 

継続 

◇山形大学医学部東日本重粒子センター

においてがん治療を行う患者への市町

村と連携した支援 

３ 

がん医療高度化

推進事業費 

32,650 

(32,650) 

新規 

見直し 

継続 

◇高度ながん医療を推進するがん診療連

携拠点病院の運営費への助成 ３ 

がん対策県民運

動推進事業費 

20,987 

(19,651) 

新規 

見直し 

継続 

◇みんなで取り組む「がん対策県民運動」

の展開 

・がん総合相談支援センターの運営 

・がん検診受診率向上対策の推進 

・女性のがん検診受診率向上対策の推進 

・がん患者への医療用ウイッグ、乳房補整

具購入費及び妊よう性温存治療費の助

成 

・医療用ウイッグ等相談支援員の養成 

・若者がん患者の在宅ターミナルケアに

対する助成【新規】 

３ 

計 49,086,179 

(48,345,458) 
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⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

ＫＰＩ 

住民主体で交流や支え合いを行う拠点の数 

 

 
基準値（平成３０年度）： １，２２７箇所 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 1,280箇所 
1,335箇所 

（1,665箇所） 

1,390箇所 

（1,715箇所） 

1,445箇所 

（1,760箇所） 

1,500箇所 

（1,805箇所） 

実績値 1,614箇所 1,617箇所 1,607箇所 1,738箇所  

※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自

の指標 

地域生活課題に対応する包括的な相談支援窓口を設置する市町村数 

 基準値（平成２９年度）： ７市町村 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 14市町村 20市町村 27市町村 35市町村 35市町村 

実績値 13市町村 16市町村 18市町村 19市町村  

介護職員数 

 基準値（平成２９年度）： １９，７１９人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 20,000人 20,500人 21,000人 21,500人 22,000人 

実績値 20,912人 21,073人 
20,856人 

(直近値) 
－  

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜地域住民同士の支え合いによる課題解決力の強化＞ 

（課題） 

・人口減少や高齢化に伴い、地域コミュニティの弱体化が懸念されることから、地域の生活課

題を解決する仕組みの強化が必要 

（対応） 

・市町村と住民が一体的に課題解決に取り組む仕組みの構築 

⇒社会福祉法に基づく、市町村の包括的支援体制整備のための事業である「重層的支援体

制整備事業」の実施市町村の拡大や体制整備に向けた理解促進、市町村の取組みに対す

る支援の実施 

・拠点の担い手養成や市町村の課題解決に向けた取組み 

⇒生活支援コーディネーターを対象とした担い手養成研修の開催、アドバイザー派遣の実

施 

・市町村におけるデジタルを活用した「通いの場」の運営に向けた取組み 

  ⇒市町村向けの「手引書」による周知を実施 

 

＜複合的な生活課題に対応する分野間の連携の推進＞ 

（課題） 

・精神障がい者の地域生活移行、地域生活定着を進めるため、精神科病院を退院した後に、身

近なところで必要なときに適切な支援が受けられる体制づくりが必要 
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（対応） 

・精神障がい者にも対応した包括的なケアシステムの構築 

⇒県域及び各圏域において医療、保健、福祉関係者の協議の場を設置し、市町村における

医療、保健、福祉の関係機関の連携による重層的な精神障がい者の地域生活の支援体制

整備を促進 

 

＜地域での安心な暮らしを支えるサービス提供体制の充実強化＞ 

（課題） 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必  

 要 

・自殺対策を強化するため、悩みを抱えた人が様々な手段で相談できる環境の整備が必要 

（対応） 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進（再掲） 

⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材への介護福祉士資格取得に向けた講座や県内介護事業者向け説

明会の実施 

  ⇒外国人介護人材の県内定着を図るため、外国人介護職員や受入施設から相談を受ける専

用窓口の設置、巡回相談や外国人介護職員同士の学習交流会の実施、実態調査などを行

う「山形県外国人介護人材支援センター」運営 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護のイノベーション促進に向けた取組支援（再掲） 

⇒介護現場の生産性向上のための取組みを支援する「山形県介護生産性向上総合支援セン

ター」を設置し、伴走支援や機器の試用貸出を行うとともに、介護ロボットやＩＣＴ機

器の導入に対する支援を実施 

⇒介護職員の確保・定着や士気の向上につなげる、介護分野における戦略的広報の推進（小

学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブース出展や、介

護職の魅力を発信する「やまがたＫＡＩＧＯフォーラム」の開催、アンバサダーによる

中高生や介護職員向け出前講座の実施） 

・総合的な自殺対策の拡充 

  ⇒面接、電話、メールに加えて、ＳＮＳを活用した相談対応を実施 

⇒県内大学と連携した「ＳＯＳの出し方教育」の普及等及び自殺対策に係る県民への周知・

啓発の強化 

 

＜認知症施策の推進＞ 

（課題） 

・認知症高齢者の増加に対応するため、養成してきた認知症サポーターを中心とした具体的な

取組みが必要 

（対応） 

・認知症サポーター等の養成 

⇒認知症サポーターやキャラバン・メイトを養成する研修を継続 

・チームオレンジコーディネーターによる具体的な取組みの推進 

⇒チームオレンジコーディネーターを養成し、認知症の人や家族の支援を行う市町村の

「チームオレンジ」の立上げを推進 
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【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

重層的支援体制

整備事業費 

19,643 

(15,751) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域住民の複雑化・複合化した支援ニ

ーズに対応する市町村における包括的

支援体制の構築支援 

・重層的支援体制整備事業を実施する市

町村の拡大に向けたノウハウ支援や人

材育成の実施 

・同事業を既に実施している市町村への

支援 

３ 

地域福祉活動総

合推進対策事業

費 

88,233 

(88,948) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域福祉活動の中核を担う社会福祉協

議会の活動への支援 

・社会福祉協議会活動への助成 

・福祉ボランティア活動、災害ボランティ

アセンター設置運営等への助成 

３ 

再犯防止対策推

進事業費 

31,904 

(30,781) 

新規 

見直し 

継続 

◇刑事施設出所者等の再犯防止対策の推

進 

・高齢又は障がいのある満期出所者等に

必要な福祉サービスのコーディネート

等を行う「地域生活定着支援センター」

の運営 

３ 

孤独・孤立対策

推進事業費 

820 

(‐) 

新規 

見直し 

継続 

◇孤独・孤立対策推進法（令和６年４月施

行）に基づく、庁内連携体制の構築や普

及啓発の実施 

・庁内連携会議及び官民連携プラットフ

ォーム設置準備会議の開催等 

・孤独・孤立対策の推進に向けた普及啓発

のためのチラシの作成・配布等 

３ 

民生児童委員費 164,955 

(164,955) 

新規 

見直し 

継続 

◇経済的困窮や高齢のひとり暮らしなど

の課題を抱える地域住民に寄り添い、

支援する民生委員・児童委員への助成 

３ 

地域自殺対策強

化事業費 

50,730 

(52,470) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村、関係機関、民間支援団体等と連

携した総合的な自殺対策の推進・強化 

・県内大学と連携した「ＳＯＳの出し方教

育」の普及等 

・ＳＮＳを活用した相談事業の実施 

・市町村における自殺対策計画改定作業

の支援 

・市町村、民間団体等の取組みに対する補

助 

３ 

中国帰国者援助

事業費 

5,624 

(6,836) 

新規 

見直し 

継続 

◇中国帰国者に対する生活支援 

・日常生活に関する支援・相談窓口「山形

県中国帰国者相談センター」の運営 

・中国帰国者と地域住民の交流会等の実

施 

・中国帰国者が医療機関や行政機関等の

サービスを利用する場合の通訳派遣 

３ 
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高齢者等生活支

援サービス基盤

整備事業費 

7,087 

(6,891) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者への生活支援サービスの充実強

化 

・配食や移動等を支援する「担い手養成講

座」の開催 

・生活支援サービスに課題を抱える市町

村に対する伴走型支援（アドバイザー

の派遣）の実施 

・高齢者の生活支援ニーズと地域のサー

ビスをつなぐ役割を担う生活支援コー

ディネーターに対する研修会の開催 

３ 

障がいのある人

もない人も共生

する社会づくり

事業費【再掲】 

8,440 

(12,069) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障

がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすため

の普及・啓発 

・障がい者スポーツのボランティア活動

への支援 

・障がい者の芸術文化活動への支援 

・手話の普及・啓発に向けた出前教室の開

催等 

・事業所や地域等における差別解消に向

けた人材の育成 

・知的障がい児等作品発表機会の創出 

３ 

地域生活支援事

業費 

168,217 

(168,175) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の日常生活及び社会生活に対

する支援 

・発達障がいに関する普及・啓発や相談支

援を行う「県発達障がい者支援センタ

ー」の運営 

・高次脳機能障がい者への相談支援を行

う「県高次脳機能障がい者支援センタ

ー」の運営 

・市町村が実施する手話通訳の派遣など

日常生活における支援への助成 

３ 

社会福祉施設整

備補助事業費

（障がい福祉施

設） 

186,072 

(163,993) 

新規 

見直し 

継続 

◇事業者が行う障がい福祉施設等の創設

への助成 
３ 

補装具給付費 58,674 

(63,208) 

新規 

見直し 

継続 

◇補装具給付費の公費負担に係る県の法

定負担等 ３ 

介護・訓練等給

付費 

5,608,820 

(5,456,568) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護・訓練等給付費の公費負担に係る

県の法定負担等 ３ 

重度訪問介護等

利用支援事業費 

82,816 

(62,250) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う訪問系サービス給付額の

国庫負担基準を超える額への助成 ３ 

重度心身障がい

（児）者医療給

付事業費 

1,074,818 

(1,064,701) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）者の

医療費支援への助成 ３ 
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児童保護費 1,434,429 

(1,159,915) 

 

新規 

見直し 

継続 

◇障害児通所給付費等の公費負担に係る

県の法定負担 

◇障害児通所施設の性被害防止設備等の

設置にかかる費用への助成【新規】 

３ 

自立支援医療給

付費 

1,912,961 

(1,824,241) 

新規 

見直し 

継続 

◇自立支援医療費の公費負担に係る県の

法定負担 ３ 

山形県社会福祉

事業団施設整備

支援事業費 

41,059 

(100) 

新規 

見直し 

継続 

◇山形県社会福祉事業団に移譲した県立

障がい者施設の再整備に係る経費への

助成 
３ 

地域包括ケアシ

ステム構築推進

事業費 

12,374 

(12,111) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村における地域包括ケアシステム

の深化・推進に向けた支援 

・市町村が取り組む自立支援型地域ケア

会議を定着させるための専門職の派遣 

・短期集中予防サービスの普及・拡大に向

けた支援 

３ 

精神障がい者地

域生活移行支援

事業費 

3,589 

 (3,293) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神障がい者の地域移行・地域定 

着の促進 

・地域移行促進のための医療、保健、福祉

関係者の協議の場の設置 

・精神障がい者の相談支援体制の強化 

・精神障がいに関する正しい知識の普及

啓発 

10 

地域支援事業費 861,042 

(864,055) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う介護予防・日常生活支援

総合事業等に係る県の法定負担 ３ 

訪問看護サービ

ス提供体制整備

事業費 

9,048 

(12,403) 

新規 

見直し 

継続 

◇訪問看護サービス提供体制の充実 

・訪問看護相談窓口の設置 

・訪問看護技術研修、経営安定化研修等の

実施 

・訪問看護の理解促進のための普及・啓発 

・専門的知識を有する看護師による訪問

看護事業者に出向いての研修の実施 

・訪問看護への従事を希望する看護師向

けの短期体験研修の実施 

３ 

認知症施策総合

推進事業費 

36,608 

(33,100) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県認知症施策推進行動計画」に基

づく対策の推進 

・市町村における認知症サポーターを中

心とした支援チーム（チームオレンジ）

の活動促進に向けた支援 

・かかりつけ医等を対象とした認知症対

応力向上研修の開催     

・認知症疾患医療センターの運営 

・認知症（若年性を含む）の方や家族に対

する相談・支援 

３ 

認知症介護実践

者等養成事業費 

7,055 

(7,210) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護事業所職員の認知症介護技術向上

のための実践的な研修の実施 ３ 
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介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

55,086 

(59,312) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護職員の処遇改善加算の取得促進に

向けた介護事業所に対する支援 

・外国人介護人材の受入れを促進するた

めの介護事業者に対する助成 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

・「山形県外国人介護人材支援センター」

による外国人介護人材の受入れ・確保・

定着に向けた支援（うち外国人介護職

員向けキャリアアップ支援【新規】） 

・介護事業所における外国人介護人材の

受入拡大に向けた海外現地活動経費

（渡航経費等）の支援【新規】 

３ 

福祉人材確保緊

急支援事業費

【再掲】 

13,390  

(12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護サービスに携わる人材の確

保・養成に係る取組みを実施 

・ハローワーク等と連携した相談事業等

の実施による、事業所と求職者のマッ

チングの促進 

・離職介護人材の再就業促進事業の実施 

８ 

社会福祉施設整

備補助事業費

（老人福祉施

設）の一部 

90,194 

(380,445) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者施設等への整備に対する支援 

・地域密着型施設等の整備への助成 

・高齢者施設のスプリンクラーや非常用

自家発電、給水設備の整備への支援、水

害対策への助成 

３ 

介護給付費 16,719,984  

(17,238,505) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護給付費に係る県の法定負担 

３ 

老人保護費 255,714 

(255,988) 

新規 

見直し 

継続 

◇軽費老人ホーム事務費への助成 

３ 

ＫＡｉＧＯイノ

ベーション促進

事業費【再掲】 

245,373  

 (116,300) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護分野における生産性の向上及び介

護業界のイメージ改善等の「介護現場

革新」に向けた取組みの推進 

・介護現場におけるＩＣＴ機器や介護ロ

ボット導入への助成 

・介護業界のイメージアップや社会的評

価の向上に向けた戦略的広報の実施 

・「山形県介護生産性向上総合支援セン

ター」の設置・運営による介護事業者に

対するワンストップ型の支援【新規】 

３ 

計 29,254,759 

(29,337,389) 
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(8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の充実＞ 

（課題） 

・地域医療の基盤となる救急医療、周産期・小児医療、災害時の医療提供体制の確保と充実強

化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・周産期・小児医療提供体制の充実 

  ⇒周産期母子医療センターの運営支援、産科セミオープンシステムの推進、小児救急患者

の診療体制を整備する病院等への支援、各種媒体を活用した救急電話相談の周知、子ど

もの病気・けがガイドブックの発行による受診目安の提示 

 

＜支援を要する子どもの療育環境の整備＞ 

（課題） 

・発達障がい児に対し、早期からの適切な支援の実施とライフステージに応じた切れ目のない

支援の継続が必要 

・医療的ケア児の介護においては、通院距離の長さや通院途中でのたんの吸引等、家族の負担

が大きいことなどから、支援の強化が必要 

（対応） 

・発達障がい児に対する支援の強化 

  ⇒早期から特性に合わせた支援を開始するため、公認心理師による「児童発達早期コンサ

ルティング事業」の更なる定着を推進 

⇒保育所や市町村等、身近な支援機関の職員の発達障がいに係る理解促進と支援技術向上

を図るための研修等の充実 

⇒関係機関の連携や成長の各段階における円滑な引継ぎのための「やまがたサポートファ

イル」の普及定着の更なる推進 

・医療的ケア児に対する支援の強化 

⇒医療的ケア児への訪問診療を行う医師の養成 

⇒保健、医療、福祉等、多分野にわたる支援制度の充実と医療的ケア児を直接処遇する支

援者の養成 

⇒家族の負担軽減を図るため、訪問看護師の付添いや運転手派遣に係る経費への助成 

⇒医療的ケア児等支援センターの運営 

⇒養育にあたる家族の休息の機会を確保するため、短期受入施設の掘り起こし等を実施 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

小児救急医療体

制整備事業費

【再掲】 

24,625 

(24,723) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・夜間休日に小児救急患者を受け入れる

医療機関への助成 

・小児の急病時の対応方法等に係る普及・

啓発 

３ 
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救急電話相談事

業費【再掲】 

21,020 

(15,525) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

３ 

周産期医療対策

事業費【再掲】 

139,766 

(139,704) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合・地域周産期母子医療センターの運

営費への助成 

・在宅療養中の小児を一時的に受け入れ

る医療機関への助成          

・医学生を対象とした新生児心肺蘇生法

講習会の開催 

３ 

 

重度心身障がい

（児）者医療給

付事業費 

【再掲】 

1,074,818 

 (1,064,701) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）者の

医療費支援への助成 
３ 

発達障がい者支

援体制整備事業

費 

21,039 

 (21,039) 

新規 

見直し 

継続 

◇発達障がい児（者）に対する支援の推進 

・「やまがたサポートファイル」の普及・

定着 

・ペアレントメンターの養成による家族

への支援体制の充実 

・地域の身近な医療機関による相談・診療

の促進 

・発達障がいに関する検査体制と支援の

充実 

３ 

医療的ケア児支

援体制整備事業

費 

41,041 

(28,032) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療的ケア児とその家族に対する支援 

・関係機関の連携強化に向けた支援会議

等の運営 

・小児訪問診療医の養成 

・支援人材の養成 

・訪問看護師の付添い等による通院支援 

・医療的ケア児等支援センターの運営 

・短期受入施設の掘り起こし等 

【新規】 

３ 

計 1,322,309 

(1,293,724) 

  
 

 

⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・薬局等に勤務する薬剤師と比べて病院勤務薬剤師が不足しており、確保に向けた取組みが必

要 

・看護職員は全体としては増加しているものの依然として不足しており、さらなる確保に向け

た取組みが必要 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必

要 

・仕事と介護の両立に向け、介護休暇制度や介護サービス活用に向けた継続した周知が必要 

（対応） 
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・病院薬剤師に係る奨学金返還支援事業の令和６年度開始に向けた事業周知の取組み 

  ⇒事業の周知とあわせて、本県病院の周知や病院勤務の魅力発信等を行うため、薬系大学

への訪問や就職セミナー等への参加 

・令和６年度から奨学金返還支援のための貸与を開始 

  ⇒貸与決定者に対し、年間最大 60 万円の返還支援額を貸与 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒看護職員の業務負担の軽減に資する看護補助者の確保・定着に向けた講習会等の開催、

看護職員修学資金の新規貸付枠の拡大（80→100名）、勤務環境改善に取り組む医療機関

に対する支援 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援、特定行為に関

する普及セミナーの開催 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

⇒県内の外国人介護人材への介護福祉士資格取得に向けた講座や県内介護事業者向け説

明会の実施 

  ⇒外国人介護人材の県内定着を図るため、外国人介護職員や受入施設から相談を受ける専

用窓口の設置、巡回相談や外国人介護職員同士の学習交流会の実施、実態調査などを行

う「山形県外国人介護人材支援センター」の運営 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護のイノベーション促進に向けた取組支援 

⇒介護現場の生産性向上のための取組みを支援する「山形県介護生産性向上総合支援セン

ター」を設置し、伴走支援や機器の試用貸出を行うとともに、介護ロボットやＩＣＴ機

器の導入に対する支援を実施 

⇒介護職員の確保・定着や士気の向上につなげる、介護分野における戦略的広報の推進（小

学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブース出展や、介

護職の魅力を発信する「やまがたＫＡＩＧＯフォーラム」の開催、アンバサダーによる

中高生や介護職員向け出前講座の実施） 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

病院薬剤師確保

対策事業費 

【再掲】 

3,776 

 (1,366) 

新規 

見直し 

継続 

◇県内の病院に勤務する薬剤師の確保対

策 

・薬系大学訪問等による県内病院への就

業促進 

・山形県出身者を対象とした就職情報セ

ミナーの開催 

・山形県病院薬剤師奨学金返還支援金の

貸付【新規】 

３ 

看護師確保対策

費【再掲】 

354,295  

(335,280) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプロ

グラム」に基づく看護職員確保対策の

推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付け枠の拡大 

・認定看護師資格取得及び看護師の特定

行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

３ 
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・医療勤務環境改善支援センターによる

医療機関の勤務環境改善に向けた相談

等への対応 

・看護職員の勤務環境改善の取組みに対

する支援【新規】 

・看護補助者の確保・養成の推進 

看護補助者処遇

改善事業費 

【再掲】 

60,949 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇看護補助者の処遇改善 

・病院及び有床診療所に勤務する看護補

助者を対象に、収入の引上げ措置を実

施する医療機関に対する支援 

８ 

介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

55,086 

(59,312) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護職員の処遇改善加算の取得促進に

向けた介護事業所に対する支援 

・外国人介護人材の受入れを促進するた

めの介護事業者に対する助成 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

・「山形県外国人介護人材支援センター」

による外国人介護人材の受入れ・確保・

定着に向けた支援（うち外国人介護職

員向けキャリアアップ支援【新規】） 

・介護事業所における外国人介護人材の

受入拡大に向けた海外現地活動経費

（渡航経費等）の支援【新規】 

３ 

ＫＡｉＧＯイノ

ベーション促進

事業費【再掲】 

245,373  

 (116,300) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護分野における生産性の向上及び介

護業界のイメージ改善等の「介護現場

革新」に向けた取組みの推進 

・介護現場におけるＩＣＴ機器や介護ロ

ボット導入への助成 

・介護業界のイメージアップや社会的評

価の向上に向けた戦略的広報の実施 

・「山形県介護生産性向上総合支援センタ

ー」の設置・運営による介護事業者に対

するワンストップ型の支援【新規】 

３ 

福祉人材確保緊

急支援事業費

【再掲】 

13,390 

 (12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護サービスに携わる人材の確

保・養成に係る取組みを実施 

・ハローワーク等と連携した相談事業等

の実施による、事業所と求職者のマッ

チングの促進 

・離職介護人材の再就業促進事業の実施 

８ 

計 732,869 

(525,073) 
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(9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

 

【令和６年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜元気な高齢者の活躍の場の拡大＞ 

（課題） 

・人手不足が著しい介護分野において、介護人材の裾野を拡大する取組みが必要 

・「健康寿命」と平均寿命には 10年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

（対応） 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進（再掲） 

⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材への介護福祉士資格取得に向けた講座や県内介護事業者向け説

明会の実施 

  ⇒外国人介護人材の県内定着を図るため、外国人介護職員や受入施設から相談を受ける専

用窓口の設置、巡回相談や外国人介護職員同士の学習交流会の実施、実態調査などを行

う「山形県外国人介護人材支援センター」の運営 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護のイノベーション促進に向けた取組支援（再掲） 

⇒介護現場の生産性向上のための取組みを支援する「山形県介護生産性向上総合支援セン

ター」を設置し、伴走支援や機器の試用貸出を行うとともに、介護ロボットやＩＣＴ機

器の導入に対する支援を実施 

⇒介護職員の確保・定着や士気の向上につなげる、介護分野における戦略的広報の推進（小

学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブース出展や、介

護職の魅力を発信する「やまがたＫＡＩＧＯフォーラム」の開催、アンバサダーによる

中高生や介護職員向け出前講座の実施） 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた県民総参加による健康づくり県民運動の展開（再掲） 

⇒「やまがた健康づくり応援企業」や米沢栄養大学などと連携した「減塩・ベジアッププ

ロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進 

⇒県民総参加で健康長寿日本一を目指すシンボルイベント「やまがた健康フェア」の開催 

⇒Ｗｅｂを活用したウォーキング大会や各地域（市町村）で行われるウォーキングイベン

トを巡るスタンプラリーの実施、地域でウォーキングを推進する人材を育成するための

「歩き方教室」の開催など、県民の歩く習慣の定着促進 

⇒働き盛り世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進 

⇒受動喫煙防止の普及啓発 

⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた、在宅歯科診療を含む歯科

口腔保健の推進 

 

＜障がい者がいきいきと暮らせる社会の実現＞ 

（課題） 

・本県の障がい者の工賃は全国的に低い水準にあり、県で工賃向上プロジェクトを行っている

が、「障がい者就労継続支援Ｂ型事業所」の工賃向上に向けた更なる取組みが必要 

・「農福連携」を進めるにあたり、農業分野と福祉分野の双方の更なる理解促進が必要 
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・障がいのある人もない人も共にいきいきと生活できる共生社会の実現に向けたさらなる理解

促進が必要 

（対応） 

・障がい者の工賃向上を加速するための重層的な取組みの展開 

⇒共同受注センターによるＢ型事業所との取引の斡旋・紹介 

⇒Ｂ型事業所の売上増に積極的に協力する「山形県ふれあいパートナーシップ企業」の登

録制度を周知し、企業とＢ型事業所の多様な連携・協力を促進 

⇒共同受注センターにおける、工賃単価の高いデジタル業務の受注拡大に向けたデジタル

業務研修会の開催 

・障がい者の就労機会の拡大に向けた農業分野及び福祉分野の連携の推進 

  ⇒農福連携推進員の活動を通した障がい者就労事業所や農業者のニーズの把握や過去事

例の周知、農業体験会の開催等によるマッチング支援や、閑散期における作業の掘り起

こし 

・障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進（再掲） 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成及び心のバリアフリ

ー推進員が行う具体的な取組みを支援するためのステップアップ研修の実施により障

がいに対する理解を推進 

 

＜社会参加に困難を有する人の自立促進＞ 

（課題） 

・薬物依存症やギャンブル依存症に関する誤解や偏見、情報不足により適切な相談や治療につ

ながっていない現状があることから、正しい理解のための啓発を行い、支援につなげていく

ことが必要 

・ひきこもりの状態にある本人や家族に対する支援の充実が必要 

（対応） 

・依存症患者や家族に対する支援体制の整備 

  ⇒依存症専門医療機関と連携した依存症回復プログラム等の実施や相談体制の強化 

⇒依存症に関する普及啓発 

・ひきこもり者への支援の充実 

  ⇒ひきこもり相談窓口での相談支援とひきこもり支援に携わる人材育成の継続 

 

【令和６年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

健康づくりウォ

ーキング推進事

業費（一部国民

健康保険特別会

計）【再掲】 

11,465 

(11,860) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウォーキングプロジェクトの推進 

・スポーツ関係団体等と連携した歩き方

教室の開催【新規】 

・市町村等で開催するウォーキングイベ

ントへの支援（スタンプラリーの実施、

地域のウォーキングイベント開催への

支援） 

・ウォーキング Web 大会の開催 

・働き盛り世代のウォーキングを促す取

組みなどを行う事業者に対する助成 

３ 

健康長寿日本一

ＮＥＸＴプロジ

ェクト事業費

【再掲】 

5,177 

(3,979) 

新規 

見直し 

継続 

◇「健康長寿日本一」の実現に向けた県民

の健康づくりの推進 

・減塩・ベジアッププロジェクトの推進 

・やまがた健康フェアの開催 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

３ 
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・健康づくりに積極的に取り組む地域団

体、企業の表彰 

・受動喫煙防止対策の促進 

熱中症予防対策

推進事業費 

【再掲】 

1,240 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇熱中症予防の啓発 

・市町村と連携し、チラシや広報等の啓発

媒体を活用した注意喚起の強化 

３,13 

歯科口腔保健推

進事業費 

【再掲】 

5,694 

(3,192) 

新規 

見直し 

継続 

◇歯科口腔保健を推進するための社会環

境の整備 

・歯科医療提供体制構築のための検討会

の開催【新規】 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研究

などを行う「口腔保健支援センター」の

運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科保

健に関する研修の実施 

・歯科疾患実態調査の実施 

３ 

健康長寿県やま

がた推進基金活

用事業費 

【再掲】 

5,355 

(4,751) 

新規 

見直し 

継続 

◇県民の健康づくりを支える取組みを支

援 

・若者に対するがん予防支援の推進 

・動画媒体を活用した生活習慣病予防等

の周知【新規】 

３ 

生活習慣病早期

発見推進事業費

【再掲】 

10,372 

(13,761) 

新規 

見直し 

継続 

◇脳卒中・心疾患等の循環器病対策の推

進 

・循環器病対策を進めるための発症登録

評価研究事業の実施 

・循環器病救急搬送体制整備のための支

援 

・循環器病に係る専門知識を有する医療

従事者の育成 

３ 

高齢者等生活支

援サービス基盤

整備事業費 

【再掲】 

7,087 

(6,891) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者への生活支援サービスの充実強

化 

・配食や移動等を支援する「担い手養成講

座」の開催 

・生活支援サービスに課題を抱える市町

村に対する伴走型支援（アドバイザー

の派遣）の実施 

・高齢者の生活支援ニーズと地域のサー

ビスをつなぐ役割を担う生活支援コー

ディネーターに対する研修会の開催 

３ 

老人クラブ助成

事業費 

27,312 

(26,666) 

新規 

見直し 

継続 

◇単位老人クラブ、市町村老人クラブ連

合会及び県老人クラブ連合会の活動に

対する助成 

・老人クラブの事務作業をサポートする

「事務お助け隊」の県老人クラブ連合

会への設置を支援 

３ 

明るい長寿社会

づくり推進事業

費 

23,040 

(22,916) 

新規 

見直し 

継続 

◇県健康福祉祭（スポーツ大会や美術展）

の開催等に対する助成 ３ 
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介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

55,086 

(59,312) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護職員の処遇改善加算の取得促進に

向けた介護事業所に対する支援 

・外国人介護人材の受入れを促進するた

めの介護事業者に対する助成 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

・「山形県外国人介護人材支援センター」

による外国人介護人材の受入れ・確保・

定着に向けた支援（うち外国人介護職

員向けキャリアアップ支援【新規】） 

・介護事業所における外国人介護人材の

受入拡大に向けた海外現地活動経費

（渡航経費等）の支援【新規】 

３ 

ＫＡｉＧＯイノ

ベーション促進

事業費【再掲】 

245,373  

(116,300) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護分野における生産性の向上及び介

護業界のイメージ改善等の「介護現場

革新」に向けた取組みの推進 

・介護現場におけるＩＣＴ機器や介護ロ

ボット導入への助成 

・介護業界のイメージアップや社会的評

価の向上に向けた戦略的広報の実施 

・「山形県介護生産性向上総合支援センタ

ー」の設置・運営による介護事業者に対

するワンストップ型の支援【新規】 

３ 

障がいのある人

もない人も共生

する社会づくり

事業費【再掲】 

8,440 

(12,069) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障

がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすため

の普及・啓発 

・障がい者スポーツのボランティア活動

への支援 

・障がい者の芸術文化活動への支援 

・手話の普及・啓発に向けた出前教室の開

催等 

・事業所や地域等における差別解消に向

けた人材の育成 

・知的障がい児等作品発表機会の創出 

３ 

農福連携推進事

業費 

2,193 

(2,466) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の就労機会の拡大に向けた農

業分野及び福祉分野の連携の推進 

・農福連携プロジェクトチームの運営 

・農業者と障がい者就労支援事業所との

マッチング支援 

・先進事例の紹介や現地視察研修・交流

会、販売会の開催 

３ 

障がい者就労事

業所工賃向上プ

ロジェクト推進

事業費 

24,646 

 (24,907) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者就労継続支援Ｂ型事業所の取

引拡大による利用者の工賃向上に向け

た取組みの推進 

・共同受注センターによる取引の斡旋・紹

３ 
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介 

・「ふれあいパートナーシップ企業」との

連携の促進 

障がい者就労支

援事業費 

10,448 

(10,448) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者就労継続支援Ｂ型事業所の工

賃向上に向けた支援の推進 

・工賃向上コーディネーターによるＢ型

事業所における工賃向上計画の実行へ

の支援 

・事業所の製品開発・改良に対する支援 

・Ｂ型事業所製品の販売会の開催 

・工賃単価の高いデジタル業務の生産活

動への転換に向けた支援 

３ 

障害者就業・生

活支援センター

事業費 

27,272 

(27,272) 

新規 

見直し 

継続 

◇就職を希望する障がい者や在職中の障

がい者に対して就業面及び生活面の一

体的な支援を行う障害者就業・生活支

援センターの運営 

３ 

低所得世帯の冬

の生活応援事業

費 

145,906 

(142,285) 

新規 

見直し 

継続 

◇低所得世帯の経済的負担の軽減 

・市町村が行う低所得世帯を対象にした

冬季の灯油購入費等への支援に対する

助成 

１ 

生活困窮者自立

支援事業費 

91,355 

(102,717) 

新規 

見直し 

継続 

◇生活保護に至る前の生活困窮者に係る

自立支援の強化 

・生活困窮者の支援相談窓口の設置・運営 

・住居確保、就労準備及び家計改善への 

支援 

・子どもに対する学習や生活支援 

・地域全体でひきこもり者を支援する体

制の構築に向けたモデル事業の実施 

１ 

生活保護費 

 

1,761,988 

(1,719,849) 

新規 

見直し 

継続 

◇生活保護法による生活困窮者の最低限

度の生活の保障 

・町村在住者に係る扶助費、施設事務費、 

就労自立給付金及び進学準備給付金の

支給 

・居住地不明者の保護費に係る県費負担

金の市への交付 

1 

避難者生活相談

支援事業費 

55,609 

(52,941) 

新規 

見直し 

継続 

◇東日本大震災により県内に避難されて

いる方への支援 

・避難者の見守り活動や困りごとに対す

る相談支援などを行う生活支援相談員

の配置 

・山形市及び米沢市の避難者支援センタ

ーの運営費への助成 

３ 

依存症患者回復

支援事業費 

1,687 

(1,639) 

新規 

見直し 

継続 

◇アルコール・薬物等の依存症患者や家

族に対する支援の推進 

・医療、保健、民間団体などの関係機関に

よる連携の推進 

・依存症患者等の回復支援 

・依存症に関する普及啓発 

３ 
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ひきこもり相談

支援事業費 

1,391 

(1,439) 

新規 

見直し 

継続 

◇ひきこもり状態にある本人や家族に対

する相談支援の推進 

・ひきこもり相談支援窓口「自立支援セン

ター巣立ち」の運営 

・ひきこもり相談支援者研修の開催 

・ひきこもりサポーター養成研修の開催 

３ 

計 2,530,943 

 (2,371,630) 

  
 

 


